
共通事業所の労働者の残留率（就業形態別・規模別）

○各月の残留率（前末労働者数に占める（前末労働者数）－（減少労働者数）の割合）において、各

月の残留率は互いに独立であると仮定し、12か月分を乗じることにより１年間の残留率を試算。

○規模が大きいほど、就業形態計の残留率は高い傾向。パートの残留率は500人以上事業所が他規模

事業所に比べ、低い。

資料３

年間残留率①（各月の共通事業所の残留率の平均値を12か月分乗じた年間値）

平成29年1月～30年1月 就業形態計 一般労働者 パートタイム労働者

500人以上規模 83.9 87.6 62.3

100～499人規模 82.1 85.7 70.3

30～99人規模 79.3 84.6 67.5

年間残留率②（年間通じて回答のあった共通事業所の各月の残留率を12か月分乗じた年間値の平均値）

平成29年1月～30年1月 就業形態計 一般労働者 パートタイム労働者

500人以上規模 85.0 87.4 73.0

100～499人規模 82.5 84.2 74.7

30～99人規模 79.9 82.5 74.2
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本系列、共通事業所の入職率・離職率の動き①

平成29年の入職率と離職率に本系列と共通事業所では大きな違いはない。
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本系列、共通事業所の入職率・離職率の動き②

平成29年の入職率と離職率に本系列と共通事業所では大きな違いはない。
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本系列、共通事業所の入職率・離職率の動き③

平成29年の入職率と離職率に本系列と共通事業所では大きな違いはない。
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本系列、共通事業所の入職率・離職率の動き④

平成29年の入職率と離職率に本系列と共通事業所では大きな違いはない。
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